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○ 我が国の総人口は、国立社会保障・人口問題研究所の将来推計によると、2055年には１億人を
下回ることが予測されている。

○ また、生産年齢人口割合は、2020年には59.1％であるが、2055年には51.6％にまで減少すると
見込まれている。

我が国人口の推移と将来推計

出典: 令和2年版情報通信白書 https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/r02.html
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２．放送の位置付け・役割
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放送の基本的性格

放送 （参考）通信

基本的性格

・ １対多
・ 片方向（事業者→視聴者）
・ 社会的（ソーシャル、パブリック）

社会への影響力が大きい

・ １対１
・ 双方向
・ 個人的（パーソナル）

事業者の責務
番組編集の自由を有するが、公序良俗や
政治的公平など、自らの放送する番組内
容に責任を有する。

自らが取り扱う通信の中身に立ち入ってはならな
い。

憲法の関連条文

（日本国憲法 第２１条第１項）

集会、結社及び言論、出版その他一切
の表現の自由は、これを保障する。

（日本国憲法 第21条第2項）

検閲は、これをしてはならない。通信の秘密は、
これを侵してはならない。

○ 放送番組編集の自由（放送法第３条）
放送番組の編集には、原則として、他者（国を含む。）は介入できない。

○ 番組準則（放送法第４条）
放送番組の編集に関する最低限のルールとして、放送事業者は、①公序良俗を害しないこと、②政治的に公平であること、③報

道は事実を曲げないですること、④多角的な論点を明らかにすることが求められている。

○ 番組基準（放送法第５条）・放送番組審議機関（放送法第６条）
放送事業者は、上記ルールを守るため、自ら定める番組編集基準に従って番組を編集しなければならない。なお、番組編集基準

は、自社内に設ける「放送番組審議機関（外部有識者により構成）」という第三者的な組織により審議され、自己規律が働く仕
組みとなっている。
また、第三者の立場から自主的に視聴者の人権擁護等を行うための組織として、BPO（放送倫理・番組向上機構）が存在する。

＜主要な規律＞
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放送の区分

主な規律

基幹放送 一般放送

・地上基幹放送
・衛星基幹放送
・移動受信用地上基幹放送

右以外の放送
有線ラジオその他受信者の利益及び放送
の健全な発達に及ぼす影響が比較的少
ないもの

周波数割当計画（基幹放送用割当可能周波数の確保） ○ ×

基幹放送普及計画 ○ ×

基幹放送用周波数使用計画 ○ ×

放
送
の
業
務
へ
の
参
入

参入手続
認定

※ＨＳ一致の特定地上基幹放送については、
電波法による無線局免許

登録 届出

HS一致/分離の選択可能性 ○ ○ ○

参
入
要
件

経理的基礎 ○ × ×

技術的能力 ○ ○ ×

技術基準（安全信頼性・標準方式） ○ ○ ×

周波数使用基準
○

（衛星基幹放送のみ適用）
× ×

表現の自由享有基準（マスメディア集中排除原則） ○ × ×

外資規制 ○ × ×

比較審査 ○ × ×

番
組
規
律

放送番組編集の自由（§3）
番組準則（§4Ⅰ）
字幕放送等の努力義務（§4Ⅱ）
訂正放送の義務（§9）
再放送の同意（§11）
候補者放送の義務（§13）
内外放送の放送番組の編集における外国地域の自然
的経済的文化的諸事情の考慮努力義務（§14）

○ ○ ○

番組基準の策定義務（§5）
放送番組審議機関の設置（§6）

○
（臨時かつ一時の目的の放送等を除く）

○
（臨時かつ一時の目的の放送等を除く）

×

番組調和原則の適用（§106Ⅰ）
教育番組の計画・内容の公表義務（§106Ⅱ）
放送番組の種別等の公表等義務（§6、§107）
災害放送の義務（§108）
学校向け放送における広告の制限（§109）
放送番組の供給に関する協定制限（§110）

○
（番組調和原則と放送番組種別の公表は、総合編成のテ

レビジョン放送のみに適用）
× ×

技術基準の適合維持義務（§111、§112、§121、§136）
重大事故の報告義務（§113、§122、§137）

○ ○ ×

有料放送の約款届出・公表義務（§147） ○ × ×

有料放送の説明義務等（§148～§151） ○ ○ ○

放送法制における主な規律の適用関係 16























災害時における放送の有効性（熊本地震の事例）

出典： 総務省 平成29年情報通信白書
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○ 熊本地震の発災時においては、地震情報や安否情報等の収集ニーズが特に大きかった。

○ 情報収集手段については、情報種別全般にわたり地上波放送が役に立ったとの回答が多かった。次いで
携帯通話、AMラジオ、インターネットと続いた。



新型コロナウイルス感染症関連情報への接触による信頼度への影響（2020年4月調査）

出典:NRI「テレビ放送の役割変化：情報源としての位置づけ低下と家族メディアとしての回帰」https://www.nri.com/jp/keyword/proposal/20200519/02
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令和2年3月末 ※ 住民基本台帳等に基づき、事業者情報等

から一定の仮定の下に推計したエリア内の

利用可能世帯数を総世帯数で除したもの

（小数点第二位以下を四捨五入）。

99.1%
（未整備53万世帯）

都道府県別の光ファイバ等整備率

光ファイバの整備状況

％

 光ファイバの整備率（世帯カバー率）は、令和２年３月末で99.1％（未整備53万世帯）まで整備されている。未整備
世帯数は、前年調査（平成31年３月末時点）と比較して、約13万世帯減少した。

 都道府県別の整備率については、離島や山間地等を多く有する地方公共団体において、一部整備が遅れている。
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○ 視聴者からのニーズの⾼いスポーツ、ニュース番組を同時配信する取組がトライアル的に⾏われている（スポット
イベント配信による⼀回限りの取組も含む。）。

事業者名 ⽇本テレビ テレビ朝⽇ ＴＢＳテレビ フジテレビジョン テレビ東京 在京⺠放５社
（実証実験）

配信⽇・番組

令和２年
10⽉３⽇~12⽉30⽇
（毎⽇夜19時頃

〜25時頃）

⽇テレ系ライブ配信
（ドラマ、ニュース、
バラエティ等）
※⽇本テレビ、讀賣
テレビ、中京テレビ３社
共同

令和3年
１⽉２⽇、３⽇

第97回 箱根駅伝

令和３年
10⽉２⽇〜

⽇テレ系ライブ配信
（ドラマ、ニュース、
バラエティ等）

令和３年３⽉29⽇

サッカーU24国際強化
試合

令和３年１⽉１⽇

ニューイヤー駅伝2021

令和元年
９⽉14⽇~10⽉15⽇

ワールドカップバレー
2019

⽉〜⾦曜⽇の朝

Newsモーニング
サテライト

令和２年
１⽉20⽇〜24⽇⼣⽅
（16時頃〜19時頃）

⼣⽅の報道番組

視聴⽅法 ○TVer ○TVer ○Paravi
○TVer

○FOD
○TVer

○テレ東Biz ○TVer

在京民放５社におけるネット配信の取組（同時配信）









世界的な配信プラットフォームサービスの現状 45

サービス名

ＹｏｕＴｕｂｅ ＮＥＴＦＬＩＸ Ａｍａｚｏｎ
Ｐｒｉｍｅ Ｖｉｄｅｏ

Disney＋ Ｔｅｎｃｅｎｔ Ｖｉｄｅｏ

運営企業
Ｇｏｏｇｌｅ

＜Alphabet Inc＞
（アメリカ）

ＮＥＴＦＬＩＸ Ｉｎｃ．
（アメリカ）

Ａｍａｚｏｎ．Ｃｏｍ，Ｉｎｃ．
（アメリカ）

The Walt 
Disney Company

（アメリカ）

Ｔｅｎｃｅｎｔ
（中国）

運営企業
時価総額

1兆3,930億ドル 2,310億ドル 1兆5,580億ドル 3,350億ドル 7,530億ドル

サービス開始 2005年 2007年 2006年 2019年 ２０１１年

事業モデル ＡｄＶＯＤ ＳＶＯＤ ＳＶＯＤ/ＴＶＯＤ ＳＶＯＤ ＡｄＶＯＤ/ＳＶＯＤ

加入者数/
ユーザー数

20億人以上
（2020年時点）

２億1,356万人
（202１年９月時点）

2億人
（202１年４月時点、

Ａｍａｚｏｎ Ｐｒｉｍｅ会員数）

１億1,600万人
（2021年7月時点）

１億2,500万人
（2021年6月時点）

料金 ー 月額990円～ 月額500円 月額990円 月額約600円

出所：Netflix Quarterly Earnings「Stakeholders Letter」 2020 Q4、Netflix Quarterly Earnings「Stakeholders Letter」
Amazon「Investor Relation」、Third Bridge「Forum」、Tencent Holdings Inc「2019 Annual Report」
PwC 「Global Top 100 companies by market capitalization May 2021」その他、各社ＨＰ等を参考に作成

※ SVOD(Subscription Video On Demand)  ： 定額制動画配信
TVOD(Transactional Video On Demand) ： 都度課金型動画配信
AdVOD(Advertising Video On Demand)  ： 広告型動画配信







諸外国の公共放送のインターネット同時配信等の状況

（総務省調べ）

国（公共放送） 英国（BBC） 仏国(ＦＴＶ) 独国(ARD、ZDF) フィンランド（Yle） 韓国(ＫＢＳ) 日本(ＮＨＫ)

配信プラットフォーム BBC iPlayer france.tv
ARD Mediathek
ZDF Mediathek

Yle Areena my K ＮＨＫプラス

開始時期 2007年開始
２０１２年見逃し番組配信、
２０１７年同時配信、開始

2007年ZDF Mediathek
2008年ARD Mediathek開始

2007年見逃し番組配信
2013年同時配信開始

2011年開始 2020年開始

同
時
配
信

実施状況
（制度上の位置付け）

○
（本来業務）

○
（ＴＶサービスに該当）

○
（基本任務）

○
（任意業務）

○
（法令に規定なし）

○
（任意業務）

料金 無料 無料 無料 無料 無料 無料

見
逃
し
番
組
配
信

実施状況
（制度上の位置付け）

○
（本来業務）

○
（オンデマンド視聴覚

メディアに該当）

○
（基本任務）

○
（任意業務）

○
（法令に規定なし）

○
（任意業務）

配信期間
放送後概ね30日間

以内
放送後最低7日間 放送後7日間以内

ノンフィクション番組
90日以内

フィクション番組
1年以内

放送後２週間以内 放送後1週間程度

料金 無料 無料 無料 無料
無料（一般画質）
有料（高画質）

無料

そ
の
他
Ｖ
Ｏ
Ｄ

実施状況
（制度上の位置付け）

×
※2015 年 サ ー ビ ス
開始 、需要の伸び
悩みから2017年終了

○
（オンデマンド視聴覚

メディアに該当）

○
（基本任務）

○
（任意業務）

○
（法令に規定なし）

○
（任意業務）

※ＮＨＫオンデマンド

料金 － 有料 無料

無料
※過去番組の配信は、
Yle Elävä arkistoで

実施

無料(低画質)
有料(高画質)

有料

予算規模
（全体に占める割合）

201８年度
２５２億円（４.5９％）

不明 不明 不明 不明
2020年度

170.3億円（2.4％）
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「放送分野の視聴データの活用とプライバシー保護の在り方に関する検討会」の検討状況 49

○ 令和２年改正個⼈情報保護法が令和４年４⽉１⽇に施⾏されることを受けて、「放送受信者等の個⼈情報保護
に関するガイドライン」（平成29年総務省告⽰第159号）（以下「放送分野ガイドライン」という。）の改正に向けて、「放送分野の視聴
データの活⽤とプライバシー保護の在り⽅に関する検討会」 （※１）を令和３年４⽉より開催し、視聴データ（※２）の活⽤と
プライバシー保護の両⽴を⽬指したルールについて検討。

（※１） 座長：宍戸常寿東京大学大学院法学政治学研究科教授、座長代理：石井夏生利中央大学国際情報学部教授

（※２） 視聴データとは、インターネット接続機能を利用したテレビ受信機等において、番組の視聴状況が分かるデータ

主な検討状況

１ 令和２年改正個⼈情報保護法に基づく放送分野ガイドラインの改正
○ 視聴データに関する⽤語の整理を⾏った上で、「仮名加⼯情報」や「個⼈関連情報」の取扱いの規律について、

改正個⼈情報保護法令で規定されている事項を放送分野ガイドラインに反映（基本的には、放送分野ガイドラインに改正個⼈
情報保護法令と同等の規律を設けることとし、改正個⼈情報保護法の令和４年４⽉１⽇の施⾏までに、放送分野ガイドラインを改正）。

２ 配信サービスに対するガイドラインの適⽤関係
○ 現状、配信サービスにおいて放送受信者等の個⼈情報も利⽤する場合、電気通信事業ガイドライン（「電気通信事業に

おける個人情報保護に関するガイドライン」という。以下同じ。）に加え放送分野ガイドラインも適⽤されるところ、それ以外の
配信サービスにおける視聴者の個⼈情報の取扱いに関し、ガイドラインの適⽤関係を検討。

○ 検討に当たっては、①「公正競争」の確保の観点（※３）と②「安⼼安全」の保護の観点（※４）をともに考慮し、
電気通信事業ガイドラインの改正の動向を踏まえつつ、来年１⽉以降速やかに検討を開始。

（※３）「公正競争」の確保の観点：ネット配信においてグローバルプラットフォームの普及が進展しているところ、放送事業者の同時配信等といえどもネットの世界
ではあくまで挑戦者の⽴場であるから、他のネット配信と共通のルールを適⽤しなければ公正な競争が確保されず、サービスの継続が困難となるおそれはないか。

（※４）「安⼼安全」の保護の観点：これから到来するであろう本格的なネット配信時代においても、「放送」が果たしてきた役割に準じた役割、すなわち、⽼若男⼥
の誰もが安⼼して視聴できるという「信頼」を寄せることができるサービスを、今後とも、社会全体として何らかの形で確保していく必要があるのではないか。



著作権法の一部を改正する法律（令和３年法律第52号）の概要

○ 放送コンテンツの同時配信等に係る権利処理の円滑化等のため著作権法の⼀部を改正する法律が、
令和３年５⽉26⽇に成⽴、６⽉２⽇に公布された。（令和４年１⽉１⽇施⾏予定）

出典︓⽂化庁 法案説明資料
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